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○　指定の要件（基準）の確認と申請書類の作成
指定事業者になるためには、横浜市の条例で定める人員、設備及び運営に関する基準を満たさなければなりません。

　 例えば・・・法人格がないと指定を受けられません。法人格を取得するための手続きが必要です。定款等の変更が必要な場合もあります。
· 予防型サービスは特に定款の記載に注意が必要です。

· 株式会社等の民間法人の設立方法については、お近くの法務局にお問い合わせ下さい。

　

　 基準を知りたいかたは・・・国の基準省令や通知類等は、「介護保険六法」等（Ｈ24年度版が出版されています）の一般の書籍で、基準条例については、横浜市HP
（http://www.city.yokohama.lg.jp/kenko/kourei/kyoutuu/jourei/）で確認してください


申請書の様式が欲しい・・・横浜市ホームページの書式ライブラリー
http://www.city.yokohama.lg.jp/kenko/kourei/jigyousya/shinsei/sisetsukyotaku/
からダウンロードできます。簡単な書き方も掲載してあります。

申請の受付けは完全予約制です。ご予約は電話で受け付けます。
申請受付会場は、横浜市庁舎の８階です。申請受付の際には、必ず事業所の管理者の方がお越しください。
　


申請書は一度で受理できるとは限りません。数回お越しいただき、修正・追加等をしていただく場合が一般的ですので、お早めにご予約願います。（まずは、指定希望日が属する月の前々月にお越しください。）
審査は事業所ごと、サービス種類ごとに行い、申請書及び添付書類等の書類審査が中心になります。

申請書提出後、指定希望日前までに申請内容に変更が生じた場合は、高齢施設課に連絡の上、書類の補正を行なってください。

指定は毎月1日です。（毎月15日までに受理した書類について審査を行い、審査をとおった事業所は、翌月1日に指定します。受理できない場合は翌々月以降となります。）

指定事業所名、所在地、サービスの種類等が市報に登載されます。

横浜市ホームページでも情報提供しています。
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横浜市の条例で定める人員、設備及び運営に関する基準を満たしているか、申請書類が整っているか確認の上、ご来庁ください。
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横浜市では、介護サービス事業者の新規指定（許可）及び指定（許可）の更新の申請に対する審査について、地方自治法第227条に基づき、応益負担の観点から、手数料の徴収を行います。

1  徴収開始時期
　　平成24年４月1日以降の申請（受理）分から
2  審査手数料の額
	事業の種類
	新規指定

（許可）申請
	指定（許可）

更新申請

	居宅介護支援
	２０，０００円
	１０，０００円

	居宅サービス

（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、短期入所生活介護、短期入所療養介護、福祉用具貸与、特定福祉用具販売）
	２０，０００円
	１０，０００円

	（通所介護、通所リハビリテーション、特定施設入居者生活介護）
	３０，０００円
	１０，０００円

	施設サービス（介護老人福祉施設）
	４５，０００円
	２５，０００円

	施設サービス（介護療養型医療施設）
	－
	２５，０００円

	施設サービス（介護老人保健施設）
	６３，０００円
	２５，０００円

	地域密着型サービス

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護）
	２０，０００円
	１０，０００円

	（地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護）
	４５，０００円
	２５，０００円

	（その他の地域密着型サービス）
	３０，０００円
	１０，０００円

	介護予防サービス

（介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護、介護予防福祉用具貸与、特定介護予防福祉用具販売）
	１０，０００円
	１０，０００円

	（介護予防通所介護、介護予防通所リハビリテーション、介護予防特定施設入居者生活介護）
	１５，０００円
	１０，０００円

	地域密着型介護予防サービス
	１５，０００円
	１０，０００円

	介護予防支援
	１０，０００円
	１０，０００円


(注)　　１ 上記の手数料は、複数のサービスを同時に申請した場合でも、１サービスごとに納付する必要があります。

２ みなし指定などについては、手数料を納付する必要はありません。

３　変更届・加算届などについては、手数料を納付する必要はありません（介護老人保健施設を除く）。

４　介護老人保健施設の一部の変更許可に係る手数料は３３，０００円です。

3  納付方法
○　申請時に証紙貼付用紙(次項)に横浜市収入証紙を貼付してご提出ください。（収入印紙ではあ

りません｡）
○　この手数料は、申請の審査のための手数料であるため、審査の結果、新規指定、指定更新等ができない場合でも手数料は、返還しません。また、購入された収入証紙は、払い戻しや他の額面の収入証紙への交換はできません。
○　横浜市収入証紙は、横浜銀行横浜市庁支店（市庁舎１階）の証紙発売窓口で販売しております。

「収入証紙について」→　http://www.city.yokohama.lg.jp/kaikei/kanri/shoshi/
４  手数料の納付例

　
	横浜市収入証紙貼付欄

	事業所又は施設の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　金額：　　　　　　　　　　　円　
サービス種別：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  事業所番号(新規除く)：14　　　　　　　　　　　　  

※　誤りを防止するため、サービス種別毎に用紙を分けて貼付してください。（居宅サービスと介護予防サービスについても用紙を分けて貼付してください。）




証紙貼付用紙
新規・更新・変更（いずれかに○をしてください）　

申請書の準備が出来たら





準 備





申請の予約





審 査　　　査





指 定





公 示





［予約先］　予約受付：横浜市健康福祉局高齢施設課


　　　　　　受付時間：9時～12時、13時～17時（土、日、祝日を除く）


連 絡 先：TEL　045－671-3923　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　








）





○介護老人福祉施設及び併設事業所の例





　　　　　　　　　　　　新規指定       更新申請


介護老人福祉施設　　　　45,000円　　　 25,000円


通所介護　　　　　　　　30,000円　　　 10,000円


予防通所介護　　　　　　15,000円　　　 10,000円


居宅介護支援　　　　　  20,000円　　　 10,000円


                　  計110,000円　　 計55,000円





○介護老人保健施設及び併設事業所の例





　　　　　　　　　　　  新規指定　　　 更新申請


介護老人保健施設　　　  63,000円　　　  25,000円


短期入所療養介護　　　  みなし指定　　 みなし指定


予防短期入所療養介護　  みなし指定　　 みなし指定


通所リハビリ　　　　　  みなし指定　　 みなし指定


予防通所リハビリ　　　  みなし指定　　 みなし指定


居宅介護支援　　　　　  20,000円　 　   10,000円


                　   計83,000円　　  計35,000円








